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平成27年度　決算の概要

市税
596億5,691万円

市民税、
固定資産税など

諸収入
237億140万円
事業者への貸付の
返済金など

国県支出金
303億8,814万円
特定の事業に対して
国や県が支出するもの

地方交付税
154億4,716万円
地方公共団体の収支不足
や不均衡を是正するため
に国から交付されるもの

市債
126億6,270万円

借入金

その他
228億315万円
積立金取崩、繰越金、
施設利用料など

民生費
507億29万円

生活保護や児童手当、
医療費助成など

商工費
227億6,443万円
商工業事業者貸付金、
観光支援など

土木費
196億9,492万円
道路、公園などの
建設費や修繕費など

教育費
162億7,676万円

小・中学校
関係費など

総務費
150億3,644万円
施設の維持管理経費など

公債費
125億6,854万円
借入金の返済など

その他
204億7,437万円

予防接種、ごみ処理、消防、
農林業、議会など

歳 入
1,646億

5,946万円

歳 出
1,575億

1,575万円

平成27年度決算を認定
一般会計歳出決算額は1,575億円

平成28年 第４回定例会

生
活
困
窮
者
へ
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め
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生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
の
住
宅
確
保
給
付
金
は
、

要
件
が
厳
し
く
生
活
再
建
へ
の
支
援
に
な
っ
て
い
な
い
。

ま
た
、
生
活
保
護
基
準
引
き
下
げ
や
介
護
保
険
制
度
の
見

直
し
に
よ
り
貧
困
と
格
差
が
ま
す
ま
す
広
が
っ
て
お
り
改

善
を
強
く
求
め
る
。
教
育
や
子
育
て
、
福
祉
で
は
予
算
が

抑
え
ら
れ
る
一
方
、
公
共
建
設
事
業
で
は
容
易
に
予
算
化

さ
れ
て
お
り
反
対
で
あ
る
。

新
し
い
高
崎
の
理
念
に
基
づ
く
施
策
を
実
施

�

（
新
風
会
）

　

景
気
回
復
が
弱
含
み
で
あ
る
経
済
情
勢
の
中
、
徹
底
し

た
事
業
費
の
削
減
、
重
点
事
業
の
積
極
的
な
推
進
、
人
件

費
の
圧
縮
の
３
つ
を
柱
に
掲
げ
、
限
ら
れ
た
財
源
を
い
か

に
効
率
よ
く
効
果
の
あ
る
事
業
に
配
分
す
る
か
と
い
う
視

点
を
重
視
し
、
選
択
と
集
中
に
よ
る
新
し
い
高
崎
の
理
念

と
基
本
政
策
の
実
現
に
向
け
た
具
体
的
な
施
策
を
実
施
す

る
な
ど
、
健
全
財
政
の
取
り
組
み
を
大
い
に
評
価
す
る
。

賛
成

決算議案への討論 

反
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ー
ナ
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ャ
ト
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バ
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台
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高
崎
ア
リ
ー
ナ
シ
ャ
ト
ル
の
運
行
に
使
用
す
る
中
型
バ
ス
を
３
台
購
入
す
る
。

高
崎
ア
リ
ー
ナ
建
設
費 
９
億
増

　

契
約
金
額
を
１
３
２
億
７
６
２
２
万
４
０
０
０
円
か
ら
１
４
２
億
１
５
５
９
万
７
２
０
０

円
に
変
更
す
る
。
変
更
の
主
な
理
由
は
、
賃
金
や
資
材
単
価
の
高
騰
に
よ
る
イ
ン
フ
レ
ス
ラ

イ
ド
に
加
え
、
施
設
の
省
エ
ネ
や
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
の
抑
制
を
図
る
た
め
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明

器
具
へ
の
変
更
な
ど
に
よ
る
も
の
。
金
額
変
更
は
４
回
目
で
当
初
の
３
割
増
で
あ
る
。

平
成
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年
度　

一
般
会
計
補
正
予
算

�

歳
入
歳
出
31
億
９
３
９
６
万
円
の
増
額

■
Ｂ
型
肝
炎
個
別
予
防
接
種
を
10
月
よ
り
実
施�

６
０
０
０
万
円

■
建
築
物
等
耐
震
化
促
進
事
業�

１
億
円

　

既
存
の
耐
震
改
修
補
助
の
限
度
額
や
対
象
範
囲
を
拡
大
す
る
ほ
か
、
屋
根
の
軽
量
化
や

道
路
に
面
す
る
塀
や
看
板
等
の
改
修
に
助
成
す
る
。

■
カ
ッ
パ
ピ
ア
跡
地
の
プ
ー
ル
を
整
備�

２
億
５
２
０
０
万
円

�

そ
の
他
、
国
や
県
の
補
助
金
の
内
示
に
よ
り
必
要
経
費
を
計
上

　

平
成
28
年
度
一
般
会
計
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
31
億
９
３
９
６
万
円
を
増
額
し
、

予
算
の
総
額
を
１
６
７
４
億
１
７
２
万
円
と
す
る
。

一般会計 歳入歳出の差引額は71億4,371万円。
このうち41億円を財政調整基金に積み立て、残りは翌年度に繰り越されます。

特別会計
歳入 歳出

812億4,400万円 791億1,088万円
企業会計

収益的収入（歳入） 収益的支出（歳出）
水道事業 72億5,174万円 64億6,504万円

公共下水道事業 90億9,365万円 71億2,234万円

林
間
学
校
条
例
の
制
定

■
名　
　
称　
高
崎
市
榛
名
林
間
学
校
榛
名
湖
荘

■
施　
　
行　
平
成
29
年
４
月
１
日

　

新
潟
県
柏
崎
市
で
の
臨
海
学
校
を
実
施
し
て
き
た
が
、
よ
り
身
近
で
榛
名
地
域
の
豊
か
な

自
然
を
活
用
し
た
体
験
活
動
に
移
行
す
る
た
め
、
臨
海
学
校
条
例
を
廃
止
し
、
榛
名
湖
畔
に

林
間
学
校
を
設
置
す
る
林
間
学
校
条
例
を
制
定
す
る
。

◉
本
定
例
会
で
可
決
し
た
主
な
議
案

緊
急
耐
震
対
策
条
例
の
制
定

ま
め
知
識　

緊
急
耐
震
対
策
条
例

　

第
１
条
で
は
条
例
の
目
的
、
第
２
条
で
は
用
語
の
定
義
を
規
定
し
て
い
る
。
第
３
条
で
は
基
本

理
念
等
を
規
定
し
、
市
や
住
宅
所
有
者
が
共
有
す
べ
き
基
本
的
な
考
え
方
、
市
と
住
宅
所
有
者
の

役
割
と
し
て
、
耐
震
化
に
主
体
的
に
取
り
組
む
よ
う
努
め
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
第
４

条
で
は
住
宅
所
有
者
に
対
す
る
情
報
提
供
、
第
５
条
で
は
安
全
性
が
確
保
さ
れ
な
い
住
宅
に
対
し

必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。

　

本
年
４
月
に
発
生
し
た
熊
本
地
震
に
お
い
て
建
築
物
の
倒
壊
に
よ
り
甚
大
な
被
害
が
発
生

し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
地
震
発
生
時
に
お
け
る
建
築
物
の
倒
壊
に
よ
る
被
害
を
防
止
す
る
た

め
、
住
宅
の
耐
震
化
を
図
る
条
例
を
制
定
す
る
。
こ
の
条
例
の
制
定
に
併
せ
、
改
修
費
用
の

補
助
率
を
上
げ
る
な
ど
新
た
な
支
援
制
度
を
設
け
た
。

倉渕地域のはんでえ米

高
南
中
学
校　

校
舎
を
建
て
替
え

■
契
約
金
額

　
　
校
舎
改
築�

12
億
６
３
６
万
円

　
　
電
気
設
備�

１
億
８
６
８
４
万
円

■
竣 
工 
日　
平
成
30
年
１
月
31
日

■
建
物
概
要　
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
地
上
３
階
建
て

校舎改築外観イメージ

　平成28年第４回定例会は、下記の日程によ
り22日間の会期で開かれました。
　本定例会では、平成27年度の一般会計・特
別会計の決算認定など議案33件の審議を行
い、いずれも原案のとおり可決、認定しまし
た。また、教育長等の任命を同意しました。
　なお、24人の議員が市政に対し一般質問を
行いました。

9/ 2（金）
議案上程、提案説明、
総括質疑（日本共産党　
依田好明議員）　ほか

9/ 5（月）

〜

9/ 8（木）
一般質問
（＊詳しい内容はＰ４～10）

9/13（火）

〜

9/16（金）
委員会審査
（＊詳しい内容はＰ11）

9/23（金） 付託された議案等の委
員長報告～議決　ほか　　

　

高
南
中
学
校
の
老
朽
化
し
た
校
舎
を
改
築
す
る
。


